
許認可の種類 主な変更事項と届出期限 実務への影響・リスク 

  

建設業許可 役員・本店所在地等は30日以

内、経営業務の管理責任者等

は2週間以内に届出が必要で

す。 

経営事項審査や5年ごとの許可

更新の際に変更届の未提出が

問題となり、更新手続に支障

が生じ、許可の維持や事業継

続に影響します。 

宅地建物取引業者免許 代表者・役員・事務所所在地

等は30日以内に届出が必要で

す。 

宅建士個人の登録事項変更も

別途遅滞なく必要であり、更

新申請の停止や業務停止処分

のリスクがあります。 

古物商許可 営業所の所在地・役員等は原

則14日以内、登記簿添付時は2

0日以内に届出が必要です。 

届出が遅れた場合には、遅延

理由書の提出を求められるこ

とがあるほか、10万円以下の

罰金の対象となる場合があり

ます。 

産業廃棄物収集運搬業 役員・本店所在地等は原則10

日以内、登記簿添付時は30日

以内に届出が必要です。 

複数自治体への個別届出が必

要であり、届出を怠ると複数

の許可について届出漏れが生

じ、罰則の対象となる場合が

あります。さらに、一定の刑

罰を受けて欠格事由に該当し

た場合には、複数自治体で取

得している許可が取消しの対

象となるなど、影響が広範囲

に及ぶおそれがあります。 

 


